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一般財団法人 

2028 年技能五輪国際大会日本組織委員会 

  

別添 



 

【議 案】 

第１号議案 2025 年度計算書類等の承認について 

第２号議案 理事の選任について 

 

【報告事項】 

 2025 年度事業報告について 

  



 

  

議 案 



 

第１号議案 2025 年度計算書類等の承認について 

2025 年度計算書類等について、資料１のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



勘定式

（一財）２０２８年技能五輪国際大会日本組織委員会

（単位：円）

科　　目 金　　　額 科　　目 金　　　額

Ⅰ　流動資産 144,936,273 Ⅰ　流動負債 91,617,882

　現金預金 143,732,021 　未払金 42,267,643

　前払費用 1,204,252 　預り金 49,309,439

　未払法人税等 40,800

Ⅱ　固定資産 15,148,081

　１．有形固定資産 2,010,781 Ⅱ　固定負債 0

　建物付属設備 1,067,000 負債合計 91,617,882

　（減価償却累計額） ▲ 35,744

　什器備品 1,175,900 科　　目 金　　　額

　（減価償却累計額） ▲ 196,375 Ⅰ　指定純資産 68,466,472

　２．無形固定資産 0 Ⅱ　一般純資産 0

　３．その他固定資産 13,137,300

　敷金 13,137,300 純資産合計 68,466,472

資産合計 160,084,354 負債・純資産合計 160,084,354

純資産の部

貸借対照表

令和8年3月31日現在

資産の部 負債の部　　

資料１－２

【資料１－１】



（単位：円）

Ⅰ 経常活動区分

１ 経常収益

受取補助金等

受取寄附金

経常収益計

２ 経常費用

事業費

管理費

経常費用計

経常収益費用差額

Ⅱ その他活動区分

その他収益
固定資産受贈益

その他収益計

その他費用

その他費用計 0

その他収益費用差額

税引前当期収益費用差額

法人税、住民税及び事業税

当期収益費用差額

1,175,900

68,507,272

40,800

68,466,472

170,833,189

67,331,372

1,175,900
1,175,900

238,164,561

130,812,782

40,020,407

226,164,561

12,000,000

損益計算書（活動計算書）
自 令 和 7 年 8 月 7 日 至 令 和 8 年 3 月 31 日

科目 金額



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）固定資産の減価償却方法

　　 　　 「定額法」による減価償却を実施しています。

（２）消費税等の会計処理

　　 消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

（３）その他

　　公益目的事業は、認定前のものです。　

２．貸借対照表の注記

（1）会計区分別内訳

　公益目的事業のみのため内訳の記載は省略します。

（２）有形固定資産及び無形固定資産の内訳と増減額及び残高 （単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 期末減価償却累計額 当期償却額 差引残高

建物付属設備 0 1,067,000 1,067,000 35,744 35,744 1,031,256

什器備品 0 1,175,900 1,175,900 196,375 196,375 979,525

0 2,242,900 0 2,242,900 232,119 232,119 2,010,781

（３）補助金等の内訳、交付者と増減額及び残高

補助金等の内訳、交付者と増減額及び残高は、次のとおりです。 （単位：円）

交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 受入区分

補助金 厚生労働省 - 117,932,561 117,932,561 0 指定純資産

負担金 愛知県 - 108,232,000 52,745,053 55,486,947 指定純資産

合計 0 226,164,561 170,677,614 55,486,947

（４）指定純資産の内訳と増減額及び残高 （単位：円）

交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産 愛知県 - 1,500,000 0 1,500,000

基本財産 中央職業能力開発協会 - 1,500,000 1,500,000

拠出金 愛知県 - 4,500,000 4,500,000

拠出金 中央職業能力開発協会 - 4,500,000 4,500,000

固定資産受贈益 中央職業能力開発協会 - 1,175,900 196,375 979,525

補助金 厚生労働省 - 117,932,561 117,932,561 0

負担金 愛知県 - 108,232,000 52,745,053 55,486,947

合計 0 239,340,461 170,873,989 68,466,472

（５）指定純資産のうち指定寄付金の受入年度別残高及び支出見込み （単位：円）

交付者

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

基本財産 愛知県 1,500,000

基本財産 中央職業能力開発協会 1,500,000

拠出金 愛知県 4,500,000

拠出金 中央職業能力開発協会 4,500,000

負担金 愛知県 55,486,947

合計 67,486,947

内訳

受入年度別残高

科目

合計

補助金等の名称

有形固定資産

内訳

財務諸表に対する注記

個別注記表



３．活動計算書の注記

（1）財源区分別内訳 （単位：円）

一般純資産 指定純資産 合計

226,164,561 226,164,561

12,000,000 12,000,000

0 238,164,561 238,164,561

130,812,782 130,812,782

40,020,407 40,020,407

0 170,833,189 170,833,189

0 67,331,372 67,331,372

0

1,175,900 1,175,900

0 1,175,900 1,175,900

0

0 0 0

0 1,175,900 1,175,900

0 68,507,272 68,507,272

40,800 40,800

0 68,466,472 68,466,472

0 0 0

0 68,466,472 68,466,472

（２）会計区分及び事業区分別内訳

一般純資産の部がないため内訳は省略します。

　その他費用

期首一般純資産又は期首指定純資産

当期収益費用差額

その他収益費用差額

税引前当期収益費用差額

その他費用計

法人税、住民税及び事業税

期末一般純資産又は期末指定純資産

財務諸表に対する注記

科目

経常収益費用差額

Ⅱ　その他活動区分

　固定資産受贈益

　受取補助金等

経常費用計

　受取寄付金

経常収益計

経常費用

その他収益計

　管理費

Ⅰ　経常活動区分

経常収益

　事業費

　　公益事業費

個別注記表 (2)



１．基本財産及び特定資産の明細

基本財産及び特定資産について、財務諸表に対する注記２に記載しているため、

　　 内容の記載を省略しています。

２．引当金の明細

該当なし

附　属　明　細　書

附属明細書



場所・物量等 金額

普通預金

三井住友銀行  東京公務部 131,732,021

三井住友銀行  東京公務部 9,000,000

三井住友銀行  東京公務部 3,000,000

　前払費用 株式会社尾澤薬舗（オザワビル7階） 1,204,252

事務所付帯設備 1,031,256

ネットワーク用ＬＡＮ 979,525

株式会社尾澤薬舗（オザワビル7階） 13,137,300

160,084,354

（株）博報堂等 事業者等に対する未払金 42,267,643

 預り金 税務署 源泉所得税等の預り金 245,000
厚生労働省 預り負担金 49,064,439

 未払法人税等 東京都新宿都税事務所 法人都民税均等割 40,800

91,617,882
68,466,472純資産合計

科目 使用目的等

流動資産

固定資産

負債合計

　敷金

資産合計

 未払金

固定負債

2.その他固定資産

流動負債

財産目録

基本財産として

公益目的事業会計に使用

法人会計に使用

　預金 運転資金として

1.有形固定資産

　建物

　什器備品

財産目録



事業費・管理費の形態別区分
公益目的事業会計 法人会計 合計 配賦基準

配賦基準：直接配賦

配賦基準：直接配賦

配賦基準：職員数比

配賦基準：直接配賦

配賦基準：直接配賦

配賦基準：直接配賦

配賦基準：直接配賦

配賦基準：直接配賦

配賦基準：職員数比

配賦基準：職員数比

配賦基準：職員数比

配賦基準：職員数比

配賦基準：職員数比

配賦基準：直接配賦

配賦基準：直接配賦

配賦基準：直接配賦

配賦基準：直接配賦

配賦基準：直接配賦

配賦基準：直接配賦

配賦基準：直接配賦

配賦基準：直接配賦

配賦基準：職員数比

配賦基準：直接配賦

130,812,782 40,020,407 170,833,189合計

支払手数料 56,959 60,666 117,625

委託費 34,294,390 5,396,032 39,690,422

雑費 6,000 6,000

出向者負担金 25,215,508 3,455,900 28,671,408

諸会費 9,100 9,100

通訳翻訳費 3,832,912 704,832 4,537,744

広告宣伝費 71,150 71,150

租税公課 80,000 12,600 92,600

支払負担金　 50,076,900 50,076,900

保険料 15,319 17,021 32,340

諸謝金 70,000 70,000

光熱水料費 97,660 116,231 213,891

賃借料 1,827,007 3,302,183 5,129,190

消耗品費 1,281,718 1,329,400 2,611,118

修繕費 519,172 679,330 1,198,502

会議費 872,125 493,603 1,365,728

通信運搬費 463,070 498,182 961,252

減価償却費 35,744 196,375 232,119

福利厚生費 10,340 118,140 128,480

旅費交通費 8,018,742 7,503,000 15,521,742

法定福利費 1,785,771 5,995,547 7,781,318

給料手当 2,188,295 9,486,265 11,674,560

役員報酬 640,000 640,000



（1） 資金調達の実績について

 （２）設備投資の実績について

資金調達及び設備投資の実績について

当該年度において実績はありません。

当該年度において実績はありません。

資金調達及び設備投資の実績について



【資料１－２】



 

第２号議案 理事の選任について 

理事の選任について、資料２のとおりとする。 

  

  



資料２ 

1 

以下の者を理事として選任する。 

 

（新任者） 

氏名 所属名 

東 秀行 公益社団法人全国工業高等学校長協会 

(参考)理事長任期 

2026年 5月 26日から 2028年 5月 23日まで 

 

（参考：前任者） 

氏名 所属名 

守屋 文俊 公益社団法人全国工業高等学校長協会 

(参考)理事長任期 

2026年 5月 26日まで 

 



  

報告事項 



 

2025 年度事業報告について 

  2025 年度事業報告について、資料３のとおり報告する。 



資料３ 
 

1 

 

2025年度 事業報告書 

（2025年８月７日から2026年３月31日まで） 

 

2025年度の主な事業の実施状況については、以下のとおり。 

 

１ 大会開催に向けた着実な準備の推進 

（１）大会開催に向けた着実な準備の推進 

   厚生労働省、愛知県、中央職業能力開発協会が策定した「2028年技能五

輪国際大会基本計画」を基に、2028年技能五輪国際大会（日本・愛知大会）

（以下「大会」という。）の基本計画である「2028年技能五輪国際大会開

催基本計画」を定めた。また、今後開催準備を行うに当たっての基本方針

等を定めた競技計画等の個別事業計画を策定した。 

 

（２）ワールドスキルズ・インターナショナル（ＷＳＩ）等との調整 

 大会開催に係る覚書の締結に向けて、ＷＳＩと文案の協議を行った。 

ＷＳＩ総会、ＷＳＩとの計画会議、上海大会の競技準備週間への参加等

を通じて、ＷＳＩや上海大会組織委員会からの情報収集や意見交換など、

大会開催の準備に向けた調整を進めた。 

 

（３）競技実施に向けた調整 

有識者等から成る運営準備委員会を設置し、大会の競技運営の中核を担

うワークショップ・マネージャーの選任や活動について検討を行った。 

関係企業・団体との調整を進め、ワークショップ・マネージャーを選任

するとともに、ワークショップ・マネージャーを中心とする競技準備推進

体制の構築を進めた。 

 

（４）マーケティング活動の推進 

   大会開催経費の確保に向けて、協賛制度の設計や協賛・寄付獲得戦略の

検討を進めた。 

 

（５）広報活動 

大会開催に向けた広報活動の基本方針を検討するとともに、広報ツール

（ブランドブック等）の検討を進めた。また、組織委員会ホームページを

開設するとともに、大会公式ホームページ作成の準備を進めた。 



 
 

2 

 

 

２ 事務局体制の整備 

関係規程等の整備を着実に行うとともに、事務局体制の整備・強化を進

め、今後の組織や運営体制の在り方等の検討を行った。また、公益財団法

人への移行に向けた準備を進めた。 

 

３ 理事会・評議員会の開催 

（１）設立時理事会（2025年８月７日） 

  ア 開催場所 

経団連会館（東京都千代田区大手町） 

  イ 決議事項 

   ・会長、会長代行、副会長、事務総長及び事務局長の選定について 

・評議員会の開催について 

・代表印の決定について 

・2028年技能五輪国際大会日本組織委員会基本理念について 

ウ 報告事項 

・特別顧問の決定について 

・財産の拠出及び設立の手続に関する調査について 

エ 出席等 

  議決権のある総理事数22名 

  理事出席17名（欠席５名） 

  監事出席２名（欠席０名） 

 

（２）第１回評議員会（2025年８月７日） 

ア 開催場所 

経団連会館（東京都千代田区大手町） 

イ 決議事項 

・評議員会運営規程の決定について 

・評議員及び役員等の報酬等並びに費用に関する規程の決定について 

・役員等の旅費に関する規程の決定について 

ウ 報告事項 

・2028年技能五輪国際大会日本組織委員会基本理念について 

エ 出席等 

  議決権のある総評議員数４名 

評議員出席３名（欠席１名） 
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（３）第１回理事会（2025年８月７日） 

ア 開催場所 

経団連会館（東京都千代田区大手町） 

イ 決議事項 

・事業計画及び収支予算の承認について 

・各種規程（理事会運営規程等13件）の決定について 

ウ 出席等 

議決権のある総理事数22名 

  理事出席17名（欠席５名） 

  監事出席２名（欠席０名） 

 

（４）第２回理事会（2026年２月18日） 

ア 開催方法 

    決議の省略の方法による 

イ 提案事項 

・評議員会の開催について 

・職員の給与に関する規程の一部改正について 

ウ 報告事項 

・特別顧問の選任について 

エ 出席等 

   提案事項につき、理事 21 名の全員から書面により同意の意思表示を、

監事２名の全員から書面により異議がないとの意思表示を得たため、理

事会の決議の省略の方法により、当該提案を可決する旨の理事会の決議

があったものとみなされた。 

 

（５）第２回評議員会（2026年３月４日） 

ア 開催方法 

    決議の省略の方法による 

イ 提案事項 

・理事の選任について 

・監事の報酬額の決定について 

ウ 出席等 

提案事項につき、評議員４名の全員から書面により同意の意思表示を

得たため、評議員会の決議の省略の方法により、当該提案を可決する旨

の評議員会の決議があったものとみなされた。 
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（６）第３回理事会（2026年３月31日） 

ア 開催場所 

経団連会館（東京都千代田区大手町） 

イ 決議事項 

・事業計画及び収支予算について 

・大会開催基本計画について 

・公益認定の申請について 

・2028年技能五輪国際大会の基本的な方向について 

・評議員会の開催について 

ウ 報告事項 

・個別事業計画（競技計画、運営計画、宿泊・輸送計画、広報計画） 

 について 

・代表理事及び業務執行理事の職務執行状況について 

エ 出席等 

議決権のある総理事数22名 

  理事出席17名（欠席５名） 

  監事出席２名（欠席０名） 

 

４ 事務局体制 

  2025年8月7日 総務部及び技術部の２部体制、職員11名で事務局を設置 

2026年3月31日現在 職員16名 

一般財団法人2028年技能五輪国際大会日本組織委員会 事務局体制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局長 総務部長 総務課長 

財務課長

広報課長 

技術部長 技術課長 
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事業報告書の附属明細書 

 

 

 2025年度事業報告（2025年８月７日から2026年３月31日まで）には、一般社

団法人及一般財団法人に関する法律施行規則第34条第３項に規定する附属明細

書に記載すべき「事業報告の内容を補足する重要な事項」はない。 

 


